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令和６年米子市議会３月定例会議案

令和６年２月２６日

議案番号 案 件 主 管 課 説 明

２ 特別功労者及び功労者の表彰に

ついて

総務管財 特別功労者 １人

功 労 者 25人

３ 米子市組織条例の一部を改正す

る条例の制定について

調 査 ＤＸの更なる推進を図るとともに、空き家及

び空き地についての相談に一元的に応じる体制

を構築するため、組織の整備を行おうとするも

の

〔改正内容〕

１ 市長の直近下位の内部組織として、「Ｄ

Ｘ推進監」を置くこととする。

２ 総務部の所掌事務のうち、「情報化の推

進に関する事項」を、ＤＸ推進監の所掌事

務とすることとする。

３ 都市整備部の所掌事務として、「土地の

適切管理に関する事項」を定めることとす

る。

〔施行期日〕

令和６年４月１日

４ 米子市手数料条例の一部を改正

する条例の制定について

市 民 一 戸籍法の一部改正により、本籍地の市町村長

以外の市町村長に対する戸籍証明書等の交付の

請求及び戸籍電子証明書提供用識別符号等の発

行の制度が設けられることに伴い、これらの交

付及び発行に係る手数料を徴収する事務及び当

該手数料の額を新たに定めるため、改正しよう

とするもの

〔改正内容〕

次の⑴から⑹までに掲げる事務を新たに手

数料を徴収する事務として定めるとともに、

当該手数料の額は、それぞれ⑴から⑹までに

掲げるとおりとすることとする。

⑴ 本市が本籍地でない場合の戸籍証明書

の交付 １通につき450円

資 料 １
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⑵ 本市が本籍地でない場合の除籍証明書

の交付 １通につき750円

⑶ 戸籍電子証明書提供用識別符号の発行

戸籍電子証明書提供用識別符号１件に

つき400円

⑷ 除籍電子証明書提供用識別符号の発行

除籍電子証明書提供用識別符号１件に

つき700円

⑸ 届書等情報の内容の証明書の交付 １

通につき350円

⑹ 届書等情報の内容を表示したものの閲

覧 届書等情報の内容を表示したもの１

件につき350円

〔施行期日〕

令和６年３月１日

〔参考法令〕

１ 戸籍法の一部を改正する法律（令和元年

法律第17号）

令和元年５月31日公布

令和元年６月20日施行（この条例の一部
改正に係る部分は、令和６年３月１日施
行）

２ 地方公共団体の手数料の標準に関する政

令の一部を改正する政令（令和５年政令第

347号）

令和５年12月６日公布

令和６年４月１日施行（この条例の一部
改正に係る部分は、令和６年３月１日施
行）

５ 令和５年度米子市一般会計補正

予算（補正第９回）

財 政 明細別紙

６ 米子市行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人

番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

総務管財 行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律の一部改正に伴

い、新たに用語の定義を定めるほか、所要の整

備を行おうとするもの

〔改正内容〕

新たに用語を定義するとともに、条文にお

いて引用する行政手続における特定の個人を
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識別するための番号の利用等に関する法律別

表第１及び別表第２の規定を改めることとす

る。

〔施行期日〕

行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律等の一部を改

正する法律の施行の日

〔参考法令〕

１ 行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成25

年法律第27号）

２ 行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律等の一部

を改正する法律（令和５年法律第48号）

令和５年６月９日公布

公布の日から起算して１年３か月を超え
ない範囲内において政令で定める日施行
（一部施行日別途）

７ 米子市消防団員等公務災害補償

条例の一部を改正する条例の制

定について

防災安全 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定

める政令の一部改正により、非常勤消防団員等

の損害補償に係る補償基礎額の引上げが行われ

ることに伴い、本市の条例に定める当該補償基

礎額を改定するため、改正しようとするもの

〔改正内容〕

１ 非常勤消防団員に係る補償基礎額を、次

のとおり改定することとする。

団長及び副団長

10年未満 12,440円→12,500円

10年以上20年未満 13,320円→13,350円

（20年以上 14,200円→改定なし）

分団長及び副分団長

10年未満 10,670円→10,800円

10年以上20年未満 11,550円→11,650円

20年以上 12,440円→12,500円

部長、班長及び団員

10年未満 8,900円→ 9,100円

10年以上20年未満 9,790円→ 9,950円

20年以上 10,670円→10,800円
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２ 消防作業従事者等に係る補償基礎額の最

低額を、次のとおり改定することとする。

8,900円→9,100円

〔施行期日〕

令和６年４月１日

〔参考法令〕

１ 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準

を定める政令（昭和31年政令第335号）

２ 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準

を定める政令の一部を改正する政令（令和

６年政令第28号）

令和６年２月９日公布

令和６年４月１日施行

８ 米子市職員の定数に関する条例

の一部を改正する条例の制定に

ついて

職 員 教育委員会の事務部局における業務の増加に

伴い、当該事務部局の職員の定数を暫定的に増

員するため、改正しようとするもの

〔改正内容〕

令和６年４月１日から令和10年３月31日ま

での間における教育委員会の事務部局の職員

の定数を、次のとおりの定数（現行：45人）

とすることとする。

⑴ 令和６年４月１日から令和８年３月31

日まで 56人

⑵ 令和８年４月１日から令和10年３月31

日まで 52人

〔施行期日〕

令和６年４月１日

９ 米子市職員の育児休業等に関す

る条例の一部を改正する条例の

制定について

職 員 令和６年度から会計年度任用職員に対して勤

勉手当を支給することに伴い、育児休業をして

いる会計年度任用職員の勤勉手当の支給につい

て、所要の整備を行おうとするもの

〔改正内容〕

基準日に育児休業をしている会計年度任用

職員のうち、基準日以前６か月以内の期間に

おいて勤務した期間がある者に勤勉手当を支

給することとするため、所要の規定の整理を
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行うこととする。

〔施行期日〕

令和６年４月１日

１０ 米子市一般職の職員の給与に関

する条例及び米子市職員の降給

に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

職 員 勤勉手当の支給及び職員の降給に関して、人

事評価の結果をより一層活用し、及び反映する

ことを明確にするため、所要の整備を行おうと

するもの

〔改正内容〕

１ 米子市一般職の職員の給与に関する条例

の一部改正関係

勤勉手当は、職員の基準日以前におけ

る直近の人事評価の結果及び基準日以前

６か月以内の期間における勤務の状況に

応じて支給することとする。

２ 米子市職員の降給に関する条例の一部改

正関係

降格及び降号の事由に、職員の能力評

価又は業績評価の全体評価が下位の段階

である場合を加えることとする。

〔施行期日〕

令和６年４月１日

〔参考法令〕

１ 一般職の職員の給与に関する法律（昭和

25年法律第95号）

２ 人事院規則11－10（職員の降給）

１１ 米子市会計年度任用職員の給与

及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例の制定につい

て

職 員 米子市一般職の職員の給与に関する条例の一

部改正に伴い、会計年度任用職員及び会計年度

任用短時間勤務職員においても勤務１時間当た

りの給与額を算出する場合に用いる休日の日数

を見直すため、所要の整備を行おうとするもの

〔改正内容〕

会計年度任用職員及び会計年度任用短時間

勤務職員の勤務１時間当たりの給与額を算出

する場合に用いる休日の日数を、国民の祝日

に関する法律に規定する休日（日曜日及び土

曜日を除く。）の日数（現行：18日）に改め
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ることとする。

〔施行期日〕

令和６年４月１日

１２ 米子市弓浜コミュニティー広場

条例の一部を改正する条例の制

定について

まちづく

り企画

第１多目的広場に夜間照明設備を設置するこ

とに伴い、第１多目的広場の使用時間を変更す

るとともに、当該夜間照明設備を使用する場合

における使用料の額を定めるほか、所要の整備

を行うため、改正しようとするもの

〔改正内容〕

１ 第１多目的広場の使用時間を、次のよう

に改めることとする。

［改正前］

５月１日から10月31日までの期間 午

前８時30分から午後７時まで

１月４日から４月30日まで及び11月１

日から12月28日までの期間 午前９時か

ら午後５時まで

［改正後］

午前８時30分から午後９時30分まで

２ 第１多目的広場の夜間照明設備を使用す

る場合における使用料の額は、第１多目的

広場について算出した使用料の額に、使用

時間30分につき、全基（８基）使用のとき

は1,400円、４基使用のときは700円を加算

した額とすることとする。

３ 使用料の算定に係る使用区分の表記を整

理することとする。

〔施行期日〕

公布の日から起算して３か月を超えない範

囲内において規則で定める日（３について

は、公布の日）

１３ 米子市国民健康保険条例の一部

を改正する条例の制定について

保険年金 国民健康保険法の一部改正により、令和６年

４月から退職者医療制度が廃止されるととも

に、国民健康保険法施行令の一部改正により、

国民健康保険料の後期高齢者支援金等賦課額に

係る賦課限度額の引上げ及び低所得者に対する

国民健康保険料の軽減措置の対象世帯に係る所
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得判定基準の改正が行われることに伴う所要の

整備を行うため、改正しようとするもの

〔改正内容〕

１ 退職被保険者等に係る国民健康保険料に

関する規定を削除することとする。

２ 国民健康保険料の後期高齢者支援金等賦

課額に係る賦課限度額を次のとおり引き上

げることとする。

22万円 → 24万円

３ 被保険者均等割額及び世帯別平等割額の

軽減の対象となる世帯の所得を判定する基

準について、被保険者等の数に乗ずる金額

を次のとおり引き上げることとする。

⑴ ５割軽減対象世帯に係るもの

29万円 → 29万5,000円

⑵ ２割軽減対象世帯に係るもの

53万5,000円 → 54万5,000円

〔施行期日〕

令和６年４月１日

〔参考法令〕

１ 全世代対応型の持続可能な社会保障制度

を構築するための健康保険法等の一部を改

正する法律（令和５年法律第31号）

令和５年５月19日公布

令和６年４月１日施行（一部施行日別
途）

２ 国民健康保険法施行令の一部を改正する

政令（令和５年政令第17号）

令和６年１月26日公布

令和６年４月１日施行

１４ 米子市行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人

番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

保険年金

市 民 税

行政手続の簡素化による市民の負担軽減を図

るため、市長が個人番号（マイナンバー）を利

用することができる事務のうち、障がい者に係

る特別医療費の助成に関する事務に関し、国民

健康保険法による保険給付の資格者等に関する

情報を利用することができるようにするととも

に、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法

律の施行により、行政手続における特定の個人



8

を識別するための番号の利用等に関する法律が

一部改正されたことに伴う所要の整備を行おう

とするもの

〔改正内容〕

１ 米子市特別医療費の助成に関する条例に

よる障がい者特別医療費助成に関する事務

であって、規則で定めるものにおいて利用

することができる特定個人情報として、

「国民健康保険法による保険給付の資格者

等に関する情報」を追加することとする。

２ 市長が個人番号を利用することができる

事務として、地方税法その他の地方税に関

する法律及びこれらの法律に基づく条例に

よる地方税の賦課徴収に関する事務に加

え、森林環境税及び森林環境譲与税に関す

る法律による森林環境税の賦課徴収に関す

る事務を定めることとする。

〔施行期日〕

公布の日

〔参考法令〕

１ 行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成25

年法律第27号）

２ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する

法律（平成31年法律第３号）

３ 米子市特別医療費の助成に関する条例

（平成17年米子市条例第118号）

１５ 米子市介護保険条例の一部を改

正する条例の制定について

長寿社会 令和６年度から令和８年度までを期間とする

第９期介護保険事業計画の策定に伴い、当該期

間における第１号被保険者の保険料率を定める

ほか、所要の整備を行うため、改正しようとす

るもの

〔改正内容〕

１ 令和６年度から令和８年度までの各年度

における第１号被保険者の保険料率につい

ては、現行（令和３年度から令和５年度ま

で）の保険料率に据え置くこととする。
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２ 介護保険法施行令の一部改正に伴い、同

令の規定を引用する規定の整理を行うこと

とする。

〔施行期日〕

令和６年４月１日

〔参考法令〕

１ 介護保険法（平成９年法律第123号）

２ 介護保険法施行令の一部を改正する政令

（令和６年政令第13号）

令和６年１月19日公布

令和６年４月１日施行

１６ 米子市指定地域密着型サービス

の事業の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例等の

一部を改正する条例の制定につ

いて

長寿社会 令和６年度の介護報酬改定に併せて指定地域

密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準等の一部が改正されることに伴い、

関係基準を定める本市の条例について、所要の

整備を行おうとするもの

〔主な改正内容〕

Ⅰ 米子市指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正関係

１ 管理者の兼務範囲の明確化

２ 書面による手続についてフロッピーディ

スク等の特定の記録媒体の使用を定める規

定の見直し

３ 書面掲示規制の見直し

４ 身体的拘束等の適正化の推進

５ 管理者が兼務可能なサービス類型の限定

の廃止

６ 利用者の安全並びに介護サービスの質の

確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会設置の義務付け

７ 協力医療機関との連携体制の構築及び新

興感染症発生時等の対応を行う医療機関と

の連携

８ 生産性向上に先進的に取り組む特定施設

に係る人員配置基準の特例的な柔軟化

９ 緊急時における対応方法の定期的な見直

しの義務付け
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10 ユニットケアの質の向上のための体制の

確保

11 具体的取扱方針におけるサービス内容の

明確化

Ⅱ 米子市指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例の一部改正関係

１ 管理者の兼務範囲の明確化

２ 書面による手続についてフロッピーディ

スク等の特定の記録媒体の使用を定める規

定の見直し

３ 書面掲示規制の見直し

４ 身体的拘束等の適正化の推進

５ 管理者が兼務可能なサービス類型の限定

の廃止

６ 利用者の安全並びに介護サービスの質の

確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会設置の義務付け

７ 協力医療機関との連携体制の構築及び新

興感染症発生時等の対応を行う医療機関と

の連携

Ⅲ 米子市指定介護予防支援等の事業の人員及

び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基

準等を定める条例の一部改正関係

１ 書面による手続についてフロッピーディ

スク等の特定の記録媒体の使用を定める規

定の見直し

２ 書面掲示規制の見直し

３ 身体的拘束等の原則禁止及び身体的拘束

等を行う場合の記録の義務付け

４ 指定居宅介護支援事業者が指定介護予防

支援を行う場合における介護予防支援の円

滑な実施のための規定の整備

５ 指定居宅サービス事業者等との連携によ

るテレビ電話装置等を活用したモニタリン

グの導入
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Ⅳ 米子市指定居宅介護支援等の事業の人員及

び運営に関する基準等を定める条例の一部改

正関係

１ 管理者の兼務範囲の明確化

２ 書面による手続についてフロッピーディ

スク等の特定の記録媒体の使用を定める規

定の見直し

３ 書面掲示規制の見直し

４ 身体的拘束等の原則禁止及び身体的拘束

等を行う場合の記録の義務付け

５ ケアマネジャー１人当たりの取扱件数の

見直し

６ 公正中立性の確保のための利用者に対す

る説明事項の見直し

７ 指定居宅サービス事業者等との連携によ

るテレビ電話装置等を活用したモニタリン

グの導入

〔施行期日〕

令和６年４月１日（Ⅰ２、Ⅱ２、Ⅲ１及び

Ⅳ２については公布の日、Ⅰ３、Ⅱ３、Ⅲ２

及びⅣ３については令和７年４月１日）

〔参考法令〕

１ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準等の一部を改正する

省令（令和６年厚生労働省令第16号）

令和６年１月25日制定

令和６年４月１日施行（一部施行日別
途）

２ デジタル社会の形成を図るための規制改

革を推進するための厚生労働省関係省令の

一部を改正する省令（令和５年厚生労働省

令第161号）

令和５年12月26日制定・施行

１７ 米子市営住宅条例の一部を改正

する条例の制定について

住宅政策 老朽化により解体する市営河崎住宅（３棟・

12戸）を廃止するため、改正しようとするもの

〔改正内容〕

次に掲げる公営住宅を廃止することとす

る。
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⑴ 昭和49年度河崎住宅（１棟・住宅４

戸）

⑵ 昭和51年度河崎住宅（２棟・住宅８

戸）

〔施行期日〕

公布の日

１８ 米子市空家等及び空住戸等の適

切な管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

住宅政策 空家等対策の推進に関する特別措置法の一部

改正を踏まえ、適切な管理が行われていない空

住戸等の所有者等に対する指導及び勧告の措置

を定めるとともに、所要の規定の整備を行うた

め、改正しようとするもの

〔改正内容〕

１ 市長は、特定空住戸等に対する助言、指

導等の施行に必要な限度において、空住戸

等の所有者等に対し、当該空住戸等に関す

る事項に関し報告させることができること

とする。

２ 市長は、この条例の施行のために必要が

あるときは、空家等又は空住戸等に工作物

を設置している者に対し、空家等又は空住

戸等の所有者等の把握に関し必要な情報の

提供を求めることができることとする。

３ 市長は、空住戸等が適切な管理が行われ

ていないことによりそのまま放置すれば特

定空住戸等に該当することとなるおそれの

ある状態にあると認めるときは、当該状態

にあると認められる空住戸等（以下「管理

不全空住戸等」という。）の所有者等に対

し、当該管理不全空住戸等が特定空住戸等

に該当することとなることを防止するため

に必要な措置をとるよう指導をすることが

できることとする。

４ 市長は、３による指導をした場合におい

て、なお当該管理不全空住戸等の状態が改

善されず、そのまま放置すれば特定空住戸

等に該当することとなるおそれが大きいと

認めるときは、当該指導をした者に対し、

修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全
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空住戸等が特定空住戸等に該当することと

なることを防止するために必要な具体的な

措置について勧告することができることと

する。

５ 市長は、空家等対策の推進に関する特別

措置法第13条第２項の規定による勧告を行

おうとするときは、あらかじめ、当該勧告

に係る管理不全空家等の所有者等に対し、

意見を述べる機会を与えなければならない

こととする。

〔施行期日〕

公布の日

〔参考法令〕

空家等対策の推進に関する特別措置法の一

部を改正する法律（令和５年法律第50号）

令和５年６月14日公布

令和５年12月13日施行（一部施行日別途）

１９ 米子市農業集落排水施設条例の

一部を改正する条例の制定につ

いて

下水道営

業

農業集落排水施設の使用の開始等に係る事前

の届出を、公共下水道及び汚水処理場の使用の

開始等の場合と同様に、事後の届出に改めるた

め、改正しようとするもの

〔主な改正内容〕

１ 農業集落排水施設の使用の開始等に係る

事前の届出を、事後の届出に改めることと

する。

２ 農業集落排水施設の使用の開始に係る届

出事項に変更を生じた場合における届出に

関する規定を削ることとする。

〔施行期日〕

令和６年４月１日

２０ 米子市水道事業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例の

制定について

水 道 局 水道事業の基本計画における給水人口及び１

日最大給水量の変更を行うため、改正しようと

するもの

〔改正内容〕

水道事業の基本計画における給水人口を18

万100人（現計画：18万6,400人）に、１日最

大給水量を６万8,500立方メートル（現計
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画：７万4,500立方メートル）に変更するこ

ととする。

〔施行期日〕

令和６年４月１日

〔参考法令〕

１ 水道法（昭和32年法律第177号）

２ 水道法施行規則（昭和32年厚生省令第45

号）

２１ 米子市企業職員の給与の種類及

び基準を定める条例の一部を改

正する条例の制定について

水 道 局 本市の企業職員が、継続的治療（人工透析治

療又はがん若しくは悪性腫瘍の治療）のための

部分休暇の承認を受けて勤務しない場合におけ

る給与の減額について定めるため、改正しよう

とするもの

〔改正内容〕

企業職員が継続的治療のための部分休暇の

承認を受けて勤務しない場合には、その勤務

しない１時間につき、勤務１時間当たりの給

与額を減額して給与を支給することとする。

〔施行期日〕

令和６年４月１日

〔参考法令〕

米子市職員の勤務時間、休暇等に関する条

例の一部を改正する条例（令和５年米子市条

例第37号）

令和５年12月27日公布

令和６年１月１日施行（一部施行日別途）

２２ 和解について 固定資産

税

交通事故による損害賠償について、和解しよ

うとするもの

相 手 方 甲 米子市在住の個人

乙 米子市在住の個人

事故の概要

令和５年12月７日、市民生活部の職員が、

土地の現地調査のため、市民生活部所属の軽

貨物自動車（以下「市自動車」という。）を

運転し、米子市天神町二丁目地内の市道中町

灘町橋線において、信号機の表示する信号に
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従い、交差点の手前で市自動車を停止させて

いたところ、相手方甲が、相手方乙所有の軽

乗用自動車（以下「相手方自動車」とい

う。）を運転し、当該市道に隣接する駐車場

から後退させて当該市道に進入しようとした

際に、相手方自動車の後部が市自動車の左側

面に接触したため、市自動車が損傷したも

の。人身事故なし。

和解の概要

相手方甲の過失割合を10割とし、相手方甲

は、損害賠償金13万6,929円を市に支払う。

２３ 公の施設の区域外設置に関する

協議についての議決の一部変更

及び協議事項を変更する協議に

ついて

交通政策 本市内における安来市広域生活バスの路線の

設置区域を変更するため、議決の一部を変更

し、及び協議事項の一部を変更することについ

て協議をしようとするもの

〔協議内容〕

本市内における安来市広域生活バスの路線

の設置区域に、「西町」を加える。

２４ 町の区域の新設並びに町及び字

の区域の変更について

総務管財 町の区域の新設を行うとともに、町及び字の

区域の変更を行おうとするもの

新たに画する町

みのり町

区域を変更する町及び字

今在家字谷田

赤井手字上堂仏、字西天神免、字明寿庵、

字下小原及び字欠田

２５ 事業契約の締結についての議決

の一部変更について

調 査 鳥取県西部総合事務所新棟・米子市役所糀町

庁舎整備等事業に係る事業契約の締結について

の議決（令和３年３月24日議決）の一部を変更

しようとするもの

変更事項

施設整備費の割賦払に係る基準金利の確定

及び維持管理費の改定に伴う契約金額の増

「680,359,060円」

↓（＋7,690,593円）
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「688,049,653円」

２６ 市道の路線の認定について 建設企画 「上彦名西22号線」ほか11路線を新たな市道

として認定しようとするもの

２７ 市道の路線の変更について 建設企画 市道「大崎東28号線」ほか１路線の終点を変

更しようとするもの

２８ 令和５年度米子市一般会計補正

予算（補正第10回）

財 政 明細別紙

２９ 令和５年度米子市国民健康保険

事業特別会計補正予算（補正第

３回）

財 政 明細別紙

３０ 令和５年度米子市駐車場事業特

別会計補正予算（補正第２回）

財 政 明細別紙

３１ 令和５年度米子市介護保険事業

特別会計補正予算（補正第４

回）

財 政 明細別紙

３２ 令和５年度米子市米子インター

西産業用地整備事業特別会計補

正予算（補正第１回）

財 政 明細別紙

３３ 令和５年度米子市水道事業会計

積立金の目的外使用について

水 道 局 令和５年度米子市水道事業会計における水源

涵養林取得積立金2,930万8,688円を、当年度の
かん

補塡財源として使用しようとするもの

３４ 令和５年度米子市水道事業会計

補正予算（補正第３回）

水 道 局 明細別紙

３５ 令和５年度米子市下水道事業会

計補正予算（補正第２回）

下水道企

画

明細別紙

３６ 令和６年度米子市一般会計予算 財 政 明細別紙

３７ 令和６年度米子市国民健康保険

事業特別会計予算

財 政 明細別紙

３８ 令和６年度米子市土地取得事業

特別会計予算

財 政 明細別紙
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３９ 令和６年度米子市駐車場事業特

別会計予算

財 政 明細別紙

４０ 令和６年度米子市市営墓地事業

特別会計予算

財 政 明細別紙

４１ 令和６年度米子市介護保険事業

特別会計予算

財 政 明細別紙

４２ 令和６年度米子市後期高齢者医

療特別会計予算

財 政 明細別紙

４３ 令和６年度米子市米子インター

周辺工業用地整備事業特別会計

予算

財 政 明細別紙

４４ 令和６年度米子市米子インター

西産業用地整備事業特別会計予

算

財 政 明細別紙

４５ 令和６年度米子市水道事業会計

予算

水 道 局 明細別紙

４６ 令和６年度米子市下水道事業会

計予算

下水道企

画

明細別紙

報告１ 議会の委任による専決処分につ

いて（工事請負契約の締結につ

いての議決の一部変更につい

て）

こども施

設

弓ヶ浜小学校外壁改修及び屋上防水改修工事

に係る工事請負契約の締結についての議決（令

和５年７月６日議決）の一部を変更したもの

処分年月日 令和６年１月19日

変更事項

外壁の劣化部分の追加による補修対応の変

更に伴う契約金額の増

「151,303,900円」

↓（＋7,855,100円）

「159,159,000円」

報告２ 議会の委任による専決処分につ

いて（工事請負契約の一部を変

更する契約の締結についての議

決の一部変更について）

経済戦略 米子インター西産業用地整備事業に係る敷地

造成工事（２工区）に係る工事請負契約の一部

を変更する契約の締結についての議決（令和５

年９月29日議決）の一部を変更したもの

処分年月日 令和６年１月30日
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変更事項

週休２日モデル工事の実施に伴う契約金額

の増

「152,896,700円」

↓（＋3,542,000円）

「156,438,700円」

報告３ 議会の委任による専決処分につ

いて（損害賠償に係る和解及び

損害賠償の額の決定について）

長寿社会 法律上、市の義務に属する物損事故による損

害賠償について、和解し、及び損害賠償の額を

決定したもの

処分年月日 令和５年12月27日

市側の過失割合 10割

損害賠償額 １万1,000円

相 手 方 米子市在住の個人

事故の概要

令和５年10月25日、福祉保健部の職員が、

要介護認定調査のため、福祉保健部所属の軽

貨物自動車（以下「市自動車」という。）を

運転し、相手方自宅敷地内において、市自動

車を駐車するため後退させていたところ、市

自動車の後部が相手方自宅の雨樋に接触し、
どい

当該雨樋を損傷させたもの。人身事故なし。

報告４ 議会の委任による専決処分につ

いて（損害賠償に係る和解及び

損害賠償の額の決定について）

都市整備 法律上、市の義務に属する市が主催する事業

に伴う事故による損害賠償について、和解し、

及び損害賠償の額を決定したもの

処分年月日 令和６年１月９日

市側の過失割合 10割

損害賠償額 8,936円

相 手 方 米子市在住の個人

事故の概要

令和５年７月29日、市が主催するがいなロ

ード開通記念式典において使用したパイプ椅

子を、ラックに積み重ねて収納した状態で市

道米子駅目久美町線（米子駅南北自由通路）

に存置させていたところ、当該パイプ椅子の

一部が落下し、当該落下したパイプ椅子が当
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（追加予定議案）

該場所を通行していた相手方の左下腿部に当
たい

たり、同部位に打撲を負わせたもの

報告５ 議会の委任による専決処分につ

いて（損害賠償に係る和解及び

損害賠償の額の決定について）

市 民 二 法律上、市の義務に属する物損事故による損

害賠償について、和解し、及び損害賠償の額を

決定したもの

処分年月日 令和６年１月23日

市側の過失割合 10割

損害賠償額 ８万1,400円

相 手 方 米子市末広町311番地

一般財団法人米子市開発公社

事故の概要

令和５年11月10日、市民生活部の職員が、

個人番号カードの交付に関する業務のため、

市民生活部所属の軽貨物自動車（以下「市自

動車」という。）を運転し、米子市役所駐車

場から出場しようとしたところ、相手方が設

置している駐車場設備のゲートバーが閉じた

状態のまま当該駐車場の出口に進入したた

め、市自動車が、当該ゲートバーに接触し、

当該ゲートバーを破損させたもの。人身事故

なし。

事業契約の締結について スポーツ

振興

米子新体育館整備等事業

教育委員会委員の任命について 職 員 任期満了によるもの １人

公平委員会委員の選任について 職 員 任期満了によるもの １人

人権擁護委員候補者の推薦につ

いて

人権政策 任期満了によるもの １人


